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341奈良県流域下水道事業費特別会計予算

Ⅱ　給　　与　　費　　明　　細　　書

一　般　職

　　１　総　　　括

区 分 職 員 数
給 与 費

共 済 費 合 計 備 考
報 酬 給 料 職 員 手 当 計

本 年 度 （1）
57

― 237,933 152,961 390,894 87,224 478,118

前 年 度 （1）
57

― 245,309 153,757 399,066 96,807 495,873

比 較 （0）
	 0 ― △	 7,376 △	 796 △	 8,172 △	 9,583 △	 17,755

人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

職員手当の

内　　　 訳

区 分 扶 養 手 当 地 域 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当 特殊勤務手当 超過勤務手当 管理職手当

本 年 度 11,364 12,211 2,079 7,679 248 14,752 6,833

前 年 度 10,878 11,857 2,864 8,401 82 15,052 6,681

比 較 486 354 △	 785 △	 722 	 166 △	 300 152

区 分 期 末 手 当 勤 勉 手 当

本 年 度 61,548 36,247

前 年 度 63,517 34,425

比 較 △	 1,969 1,822

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円

（注）職員数欄の（　）内は、再任用短時間勤務職員で外数である。



341奈良県流域下水道事業費特別会計予算

Ⅱ　給　　与　　費　　明　　細　　書

一　般　職

　　１　総　　　括

区 分 職 員 数
給 与 費

共 済 費 合 計 備 考
報 酬 給 料 職 員 手 当 計

本 年 度 （1）
57

― 237,933 152,961 390,894 87,224 478,118

前 年 度 （1）
57

― 245,309 153,757 399,066 96,807 495,873

比 較 （0）
	 0 ― △	 7,376 △	 796 △	 8,172 △	 9,583 △	 17,755

人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

職員手当の

内　　　 訳

区 分 扶 養 手 当 地 域 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当 特殊勤務手当 超過勤務手当 管理職手当

本 年 度 11,364 12,211 2,079 7,679 248 14,752 6,833

前 年 度 10,878 11,857 2,864 8,401 82 15,052 6,681

比 較 486 354 △	 785 △	 722 	 166 △	 300 152

区 分 期 末 手 当 勤 勉 手 当

本 年 度 61,548 36,247

前 年 度 63,517 34,425

比 較 △	 1,969 1,822

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円

（注）職員数欄の（　）内は、再任用短時間勤務職員で外数である。

342奈良県流域下水道事業費特別会計予算

　 2　給料及び職員手当の増減額の明細

区 分 増 減 額 増減額の増減事由別内訳 説 明 備 考

給 料 △	 7,376
給 与 改 定 に

伴 う 増 減 分
207

給与改定の状況

　　　　　　　　給料の改定率	 0.4％
　　　前年度　　
　　　　　　　　給与改定実施時期

　　　　　　　　	 平成27年 4 月 1 日

昇 給 に 伴 う

増 加 分
―

その他の増減分 △	 7,583
定数増減及び新陳代謝等に係

る増減分

職員の異動状況

職 員 手 当 △	 796
制 度 改 正 に

伴 う 増 減 分
2,675

地 域 手 当

勤 勉 手 当

380千円

2,295千円

制度改正の内容

　　支給額の変更

その他の増減分 △	 3,471

6
7

8

千円 千円

現に在職す
る 職 員 数 その他 計

　本年度 57人 0人 57人

　前年度 57人 0人 57人

　増　減 0人 0人 0人



343奈良県流域下水道事業費特別会計予算

　 3　給料及び職員手当の状況

　　　ア　職員 1人当たり給与　　　	 イ　初　任　給

区 分 行 政 職

平 　 成 　 28 　 年

1 月 1 日 現 在

平 均 給 料 月 額 353,906

平 均 給 与 月 額 438,061

平 均 年 齢 47

平 　 成 　 27 　 年

1 月 1 日 現 在

平 均 給 料 月 額 364,306

平 均 給 与 月 額 436,319

平 均 年 齢 48

区 分 行 政 職

県 の 制 度
高 校 卒 149,000

大 学 卒 183,300

国 の 制 度
高 校 卒 144,600

大 学 卒 176,700

円

才

円

才

円



343奈良県流域下水道事業費特別会計予算

　 3　給料及び職員手当の状況

　　　ア　職員 1人当たり給与　　　	 イ　初　任　給

区 分 行 政 職

平 　 成 　 28 　 年

1 月 1 日 現 在

平 均 給 料 月 額 353,906

平 均 給 与 月 額 438,061

平 均 年 齢 47

平 　 成 　 27 　 年

1 月 1 日 現 在

平 均 給 料 月 額 364,306

平 均 給 与 月 額 436,319

平 均 年 齢 48

区 分 行 政 職

県 の 制 度
高 校 卒 149,000

大 学 卒 183,300

国 の 制 度
高 校 卒 144,600

大 学 卒 176,700

円

才

円

才

円

344奈良県流域下水道事業費特別会計予算

区 分
行 政 職

区 分
行 政 職

級 職 員 数 構 成 比 級 職 員 数 構 成 比

平　成　28　年

1 月 1 日 現 在

9 級 ― ―

平　成　27　年

1 月 1 日 現 在

9 級 ― ―

8 級 ― ― 8 級 ― ―

7 級 2 3.6 7 級 2 3.6

6 級 ― ― 6 級 ― ―

5 級 12 21.8 5 級 14 25.0

4 級 30 54.5 4 級 31 55.4

3 級 6 10.9 3 級 4 7.1

2 級 4 7.4 2 級 5 8.9

1 級 （1）
1

（100.0）
1.8 1 級 （1）

―
（100.0）

―

計 （1）
55

（100.0）
100.0 計 （1）

56
（100.0）
100.0

　　　ウ　級別職員数

（注）職員数欄及び構成比欄の（　）内は、再任用短時間勤務職員で外数である。

（級別の標準的な職務内容）

区 分 7 　 　 級 5 　 　 級 4 　 　 級 3 　 　 級 2 　 　 級 1 　 　 級

行 政 職 セ ン タ ー
所 長 課 長 係 長

困 難 な 主 査 主 査 主 任 主 事
主 任 技 師 主 事 ・ 技 師

人 ％ 人 ％



345奈良県流域下水道事業費特別会計予算

　　　エ　昇　給

区 分 行 政 職

本

年

度

職　　　員　　　数（Ａ） 57

昇給に係る職員数（Ｂ） 46

号給数別内訳

1 号 給 ―

2 号 給 8

3 号 給 ―

4 号 給 36

5 号 給 ―

8 号 給 2

比　　　　　率　　B／A 80.7

前

年

度

職　　　員　　　数（Ａ） 57

昇給に係る職員数（Ｂ） 48

1 号 給 2

号給数別内訳

2 号 給 ―

3 号 給 9

4 号 給 ―

5 号 給 35

9 号 給 2

比　　　　　率　　B／A 84.2

―

人

％

人

％



345奈良県流域下水道事業費特別会計予算

　　　エ　昇　給

区 分 行 政 職

本

年

度

職　　　員　　　数（Ａ） 57

昇給に係る職員数（Ｂ） 46

号給数別内訳

1 号 給 ―

2 号 給 8

3 号 給 ―

4 号 給 36

5 号 給 ―

8 号 給 2

比　　　　　率　　B／A 80.7

前

年

度

職　　　員　　　数（Ａ） 57

昇給に係る職員数（Ｂ） 48

1 号 給 2

号給数別内訳

2 号 給 ―

3 号 給 9

4 号 給 ―

5 号 給 35

9 号 給 2

比　　　　　率　　B／A 84.2

―

人

％

人

％

346奈良県流域下水道事業費特別会計予算

区 分 20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度 その他の加算措置等 備 考

支 給 率 等 25.55625 34.5825 49.59 49.59
定年前早期退職特例措置

（ 2％〜30％加算）

国 の 制 度

（支 給 率 等）
25.55625 34.5825 49.59 49.59

定年前早期退職特例措置

（ 2％〜45％加算）

　　　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

区 分
支 給 期 別 支 給 率

支 給 率 計 職制上の段階、職務の
級等による加算措置 備 考

6　　　　月 12	 　　　月

本 年 度 （1.025）
 2.025

（1.175）
 2.175

（2.2）
 4.2 有

（　）内は、再任用職
員の支給率である。前 年 度 （1.0）

 1.975
（1.15）
 2.125

（2.15）
 4.1 有

国 の 制 度 （1.025）
 2.025

（1.175）
 2.175

（2.2）
 4.2 有

　　　オ　期末手当・勤勉手当

月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分



347奈良県流域下水道事業費特別会計予算

支 給 対 象 地 域 奈 良 市、
大和郡山市 宇 陀 市 広 陵 町 そ の 他

の 県 内

支 給 率 5 5.5 3 3.5 3 4 3 3.5

支 給 対 象 職 員 数 20 24 3 1 3 2 2 2

国 の 指 定 基 準 に
基 づ く 支 給 率 10 3 6 0

　　　ケ　その他の手当

区 分 国 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同 じ

住 居 手 当 同 じ

通 勤 手 当 異 な る
交通用具　国　2,000 円〜24,500 円

　　　　　県　3,100 円〜37,500 円

区 分 行 政 職

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 0.0

支 給 対 象 職 員 の 比 率
（平成　	 年 1 月 1 日現在） 68.4

代表的な特殊勤務手当の名称 高所作業手当、坑内作業手当

28

　　　キ　地域手当　	 　　　ク　特殊勤務手当

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

人 人 人 人 人 人 人 人

％ ％ ％ ％

％



347奈良県流域下水道事業費特別会計予算

支 給 対 象 地 域 奈 良 市、
大和郡山市 宇 陀 市 広 陵 町 そ の 他

の 県 内

支 給 率 5 5.5 3 3.5 3 4 3 3.5

支 給 対 象 職 員 数 20 24 3 1 3 2 2 2

国 の 指 定 基 準 に
基 づ く 支 給 率 10 3 6 0

　　　ケ　その他の手当

区 分 国 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同 じ

住 居 手 当 同 じ

通 勤 手 当 異 な る
交通用具　国　2,000 円〜24,500 円

　　　　　県　3,100 円〜37,500 円

区 分 行 政 職

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 0.0

支 給 対 象 職 員 の 比 率
（平成　	 年 1 月 1 日現在） 68.4

代表的な特殊勤務手当の名称 高所作業手当、坑内作業手当

28

　　　キ　地域手当　	 　　　ク　特殊勤務手当

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

人 人 人 人 人 人 人 人

％ ％ ％ ％

％

348奈良県流域下水道事業費特別会計予算

Ⅲ　債務負担行為で平成29年度以降にわたるものについての平成27年度末まで
　　の支出額の見込み及び平成28年度以降の支出予定額等に関する調書

新規分

事 項 限 度 額

平　成　27　年　度　末 平　成　28　年　度　以　降 左 の 財 源 内 訳

ま で の 支 出（ 見 込 ）額 の 支 出 予 定 額 特 定 財 源
一 般 財 源

期　　間 金 額 期　　間 金 額 国庫支出金 県 債 そ の 他

補助流域下水道建設事業
にかかる契約

4,555,500 − −
平成29年度から
平成32年度まで

4,555,500 2,392,000 1,081,600 1,081,750 150

流域下水道公営企業会計
導入推進事業にかかる契
約

39,600 − −
平成29年度から
平成30年度まで

39,600 − 39,600 − −

　千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円



349奈良県流域下水道事業費特別会計予算

Ⅳ　県債の平成26年度末における現在高並びに平成27年度末
　　及び平成28年度末における現在高の見込みに関する調書

区 分

平 成 26 年 度 末 平成 27 年度末現在高 平 成 28 年 度 中 増 減 見 込 み 平成 28 年度末現在高

現 在 高 見 込 額 起 債 見 込 額 元 金 償 還 見 込 額 見 込 額

流 域 下 水 道 事 業 債 26,793,336 24,757,971 853,400 1,825,995 23,785,376

計 26,793,336 24,757,971 853,400 1,825,995 23,785,376

う ち 特 例 地 方 債 1,637,740 1,425,545 ― 218,932 1,206,613

千円 千円 千円 千円 千円

（注）特例地方債の内訳は、臨時財政特例債及び特例措置分である。
　　



349奈良県流域下水道事業費特別会計予算

Ⅳ　県債の平成26年度末における現在高並びに平成27年度末
　　及び平成28年度末における現在高の見込みに関する調書

区 分

平 成 26 年 度 末 平成 27 年度末現在高 平 成 28 年 度 中 増 減 見 込 み 平成 28 年度末現在高

現 在 高 見 込 額 起 債 見 込 額 元 金 償 還 見 込 額 見 込 額

流 域 下 水 道 事 業 債 26,793,336 24,757,971 853,400 1,825,995 23,785,376

計 26,793,336 24,757,971 853,400 1,825,995 23,785,376

う ち 特 例 地 方 債 1,637,740 1,425,545 ― 218,932 1,206,613

千円 千円 千円 千円 千円

（注）特例地方債の内訳は、臨時財政特例債及び特例措置分である。
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362奈良県中央卸売市場事業費特別会計予算

Ⅱ　給　　与　　費　　明　　細　　書

一　般　職

　　１　総　　　括

区 分 職 員 数
給 与 費

共 済 費 合 計 備 考
報 酬 給 料 職 員 手 当 計

本 年 度 17 ― 73,014 43,245 116,259 25,248 141,507

前 年 度 17 ― 74,781 43,435 118,216 25,281 143,497

比 較 0 ― △	 1,767 △	 190	 △	 1,957 △	 33 △	 1,990

人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

職員手当の

内　　　 訳

区 分 扶 養 手 当 地 域 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当 超過勤務手当 管理職員特別
勤 務 手 当 夜間勤務手当

本 年 度 1,620 3,971 648 2,199 1,091 ― 54

前 年 度 1,993 3,849 324 2,260 1,169 6 55

比 較 △	 373 122 	 324 △	 61 △	 78 △	 6 △	 1

区 分 休日勤務手当 管理職手当 期 末 手 当 勤 勉 手 当

本 年 度 631 3,305 18,216 11,510

前 年 度 641 3,306 19,329 10,503

比 較 △	 10 △	 1 △	 1,113 1,007

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円



363奈良県中央卸売市場事業費特別会計予算

　 2　給料及び職員手当の増減額の明細

区 分 増 減 額 増減額の増減事由別内訳 説 明 備 考

給 料 △	 1,767
給 与 改 定 に

伴 う 増 減 分
59

給与改定の状況

　　　　　　　　給料の改定率	 0.4％
　　　前年度　　
　　　　　　　　給与改定実施時期

　　　　　　　　	 平成27年 4 月 1 日

昇 給 に 伴 う

増 加 分
―

その他の増減分 △	 1,826
定数増減及び新陳代謝等に係

る増減分

職員の異動状況

職 員 手 当 △	 190
制 度 改 正 に

伴 う 増 減 分
839

地 域 手 当

勤 勉 手 当

139千円

700千円

制度改正の内容

　　支給額の変更

その他の増減分 △	 1,029

6
7

8

千円 千円

現に在職す
る 職 員 数 その他 計

　本年度 17人 0人 17人

　前年度 17人 0人 17人

　増　減 0人 0人 0人



363奈良県中央卸売市場事業費特別会計予算

　 2　給料及び職員手当の増減額の明細

区 分 増 減 額 増減額の増減事由別内訳 説 明 備 考

給 料 △	 1,767
給 与 改 定 に

伴 う 増 減 分
59

給与改定の状況

　　　　　　　　給料の改定率	 0.4％
　　　前年度　　
　　　　　　　　給与改定実施時期

　　　　　　　　	 平成27年 4 月 1 日

昇 給 に 伴 う

増 加 分
―

その他の増減分 △	 1,826
定数増減及び新陳代謝等に係

る増減分

職員の異動状況

職 員 手 当 △	 190
制 度 改 正 に

伴 う 増 減 分
839

地 域 手 当

勤 勉 手 当

139千円

700千円

制度改正の内容

　　支給額の変更

その他の増減分 △	 1,029

6
7

8

千円 千円

現に在職す
る 職 員 数 その他 計

　本年度 17人 0人 17人

　前年度 17人 0人 17人

　増　減 0人 0人 0人
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　 3　給料及び職員手当の状況

　　　ア　職員 1人当たり給与　　　	 イ　初　任　給

区 分 行 政 職

平 　 成 　 28 　 年

1 月 1 日 現 在

平 均 給 料 月 額 390,594

平 均 給 与 月 額 458,552

平 均 年 齢 54

平 　 成 　 27 　 年

1 月 1 日 現 在

平 均 給 料 月 額 399,601

平 均 給 与 月 額 480,818

平 均 年 齢 55

区 分 行 政 職

県 の 制 度
高 校 卒 149,000

大 学 卒 183,300

国 の 制 度
高 校 卒 144,600

大 学 卒 176,700

円

才

円

才

円
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区 分
行 政 職

区 分
行 政 職

級 職 員 数 構 成 比 級 職 員 数 構 成 比

平　成　28　年

1 月 1 日 現 在

9 級 1 7.1

平　成　27　年

1 月 1 日 現 在

9 級 1 7.1

8 級 ― ― 8 級 ― ―

7 級 ― ― 7 級 ― ―

6 級 2 14.3 6 級 2 14.3

5 級 2 14.3 5 級 2 14.3

4 級 9 64.3 4 級 9 64.3

3 級 ― ― 3 級 ― ―

2 級 ― ― 2 級 ― ―

1 級 ― ― 1 級 ― ―

計 14 100.0 計 14 100.0

　　　ウ　級別職員数

（級別の標準的な職務内容）

区 分 9　　級 7　　級 6　　級 5　　級 4 　　級 3　　級 2　　級 1　　級

行 政 職 場 長 困難な課長 課 長 課 長 補 佐 係 長
困難な主査 主 査 主 任 主 事

主 任 技 師 主事・技師

人 ％ 人 ％
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区 分
行 政 職

区 分
行 政 職

級 職 員 数 構 成 比 級 職 員 数 構 成 比

平　成　28　年

1 月 1 日 現 在

9 級 1 7.1

平　成　27　年

1 月 1 日 現 在

9 級 1 7.1

8 級 ― ― 8 級 ― ―

7 級 ― ― 7 級 ― ―

6 級 2 14.3 6 級 2 14.3

5 級 2 14.3 5 級 2 14.3

4 級 9 64.3 4 級 9 64.3

3 級 ― ― 3 級 ― ―

2 級 ― ― 2 級 ― ―

1 級 ― ― 1 級 ― ―

計 14 100.0 計 14 100.0

　　　ウ　級別職員数

（級別の標準的な職務内容）

区 分 9　　級 7　　級 6　　級 5　　級 4 　　級 3　　級 2　　級 1　　級

行 政 職 場 長 困難な課長 課 長 課 長 補 佐 係 長
困難な主査 主 査 主 任 主 事

主 任 技 師 主事・技師

人 ％ 人 ％
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　　　エ　昇　給

区 分 行 政 職

本

年

度

職　　　員　　　数（Ａ） 14

昇給に係る職員数（Ｂ） 9

1 号 給 ―

号給数別内訳

2 号 給 4

3 号 給 ―

4 号 給 5

5 号 給 ―

9 号 給 ―

比　　　　　率　　B／A 64.3

前

年

度

職　　　員　　　数（Ａ） 14

昇給に係る職員数（Ｂ） 9

1 号 給 1

号給数別内訳

2 号 給 ―

3 号 給 2

4 号 給 ―

5 号 給 6

9 号 給 ―

比　　　　　率　　B／A 64.3

人

％

人

％
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区 分 20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度 その他の加算措置等 備 考

支 給 率 等 25.55625 34.5825 49.59 49.59
定年前早期退職特例措置

（ 2％〜30％加算）

国 の 制 度

（支 給 率 等）
25.55625 34.5825 49.59 49.59

定年前早期退職特例措置

（ 2％〜45％加算）

　　　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

区 分
支 給 期 別 支 給 率

支 給 率 計 職制上の段階、職務の
級等による加算措置 備 考

6　　　　月 12	 　　　月

本 年 度  2.025  2.175  4.2 有

前 年 度  1.975  2.125  4.1 有

国 の 制 度  2.025  2.175  4.2	 有

　　　オ　期末手当・勤勉手当

月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分
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区 分 20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度 その他の加算措置等 備 考

支 給 率 等 25.55625 34.5825 49.59 49.59
定年前早期退職特例措置

（ 2％〜30％加算）

国 の 制 度

（支 給 率 等）
25.55625 34.5825 49.59 49.59

定年前早期退職特例措置

（ 2％〜45％加算）

　　　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

区 分
支 給 期 別 支 給 率

支 給 率 計 職制上の段階、職務の
級等による加算措置 備 考

6　　　　月 12	 　　　月

本 年 度  2.025  2.175  4.2 有

前 年 度  1.975  2.125  4.1 有

国 の 制 度  2.025  2.175  4.2	 有

　　　オ　期末手当・勤勉手当

月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分
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支 給 対 象 地 域 大和郡山市

支 給 率 5 5.5

支 給 対 象 職 員 数 9 8

国 の 指 定 基 準 に
基 づ く 支 給 率 10

　　　ク　その他の手当

区 分 国 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同 じ

住 居 手 当 同 じ

通 勤 手 当 異 な る
交通用具　国　2,000 円〜24,500 円

　　　　　県　3,100 円〜37,500 円

　　　キ　地域手当　

％ ％

人 人

％
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Ⅲ　県債の平成26年度末における現在高並びに平成27年度末
　　及び平成28年度末における現在高の見込みに関する調書

区 分

平 成 26 年 度 末 平成 27 年度末現在高 平 成 28 年 度 中 増 減 見 込 み 平成 28 年度末現在高

現 在 高 見 込 額 起 債 見 込 額 元 金 償 還 見 込 額 見 込 額

市 場 事 業 債 160,352 269,254 31,800 24,215 276,839

計 160,352 269,254 31,800 24,215 276,839

千円 千円 千円 千円 千円




